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　産業競争力強化法に基づく特定創業支援等事業の創業スクール「Practice 
Fields（プラクティス・フィールズ）」の令和3年度第1回を12月に開催しました。
　創業スクールは創業時に重要な「経営」「財務」「人材育成」「販路開拓」の
4つのテーマについて必要な知識を学んでいただける短期集中型プログラ
ムです。事業立ち上げの実務経験があるゲストをお招きする「トークセッ
ション」と、事業計画書の作成をサポートする「事業計画書作成・個別相談会」
とで構成しています。
　今回のゲストは高田馬場創業支援センターを過去に利用し、現在も新宿
区内で事業を拡大し続けている3名の創業者をお招きしました。
　心身の発達や成長に心配のある子どもや障がいのある子どもを療育する

福祉施設、「放課後等デイサービス アトリエたいよう」を北新宿で運営し、昨年4月に2軒目を高田馬場に開設した株
式会社たいようの代表取締役・内山 恵美子氏、区内での不動産仲介が中心だった起業当初から、昨今では不動産管
理も多く手がけるようになり、業務内容を拡大しているアップシードレジデンシャル株式会社の代表取締役・岡野 
大助氏、動画によるマーケティングの成長性、可能性にいち早く注目し、動画配信による新規顧客獲得支援会社を
設立、新宿区から世界中とのコミュニケーションを模索している DO DASH JAPAN株式会社の代表取締役・大藤 
隆徳氏と、三者三様の創業に至る経緯、創業時の事業や資金計画、今後のビジョンなどを具体的にお話しいただき、
事業を進める上で必要な考え方、心構えなどを提示していただきました。

　最終日にはNPO法人Startup Weekend認定ファシリテーター李 東烈氏による事業計画書のレビューを実施。受講
者が実際に作成した事業計画書を題材に、アイデアを形にして顧客を獲得するための視点、考え方に必要なものは
何か、「創業者」として事業立ち上げに何が大切かを自身に落とし込んで考えてもらう機会を提供しました。
　スクールの受講者からは「学びが多く新たな知見が得られた」「マネジメント力や事業計画書
の書き方などを自身の創業時に活用したい」といった好評の声をいただきました。
　なお、本スクールは新宿区の特定創業支援等事業ですので、「登録免許税の軽減」や「創業関
連保証の特例」等の優遇措置を受けることができます。適用要件などの詳細は新宿区のWebサ
イトをご確認下さい。

今後のセミナー開催予定NEWSNEWS
　高田馬場創業支援センターでは、特定創業支援等事業である創業スクールの他にも、創業時や、創業して間
もない方に新たな知見をご提供するセミナーを開催しております。今後の開催予定は下記の通りです。新型
コロナウイルス感染症対策の為、いずれもオンライン（ZOOMウェビナー）での開催となります。
　お申込みは当センターWebサイトより受け付けます。二次元コードからアクセスしていただき、各セミナー
詳細をご確認の上是非お申込み下さい。

特定創業支援等事業詳細

令和３年度第１回創業スクール「Practice Fields」を実施しましたREPORTREPORT

内山 恵美子氏 岡野 大助氏 大藤 隆徳氏

知らないと損をする
商標活用のイロハ

元営業マンの弁理
士が伝える！

35（土）

時　間：14：00 ～ 15：30
講　師：特許業務法人 MTS 国際特許事務所
　　　　社員弁理士 須藤 修三氏
参加費：無料 ※オンライン開催（ZOOMウェビナー）

小さなお店
（実店舗）

のための

Web集客セミナー

3
15（火）

時　間：14：00 ～ 15：30
講　師：株式会社 ALPHA 　代表取締役 戎井 一憲氏
参加費：無料 ※オンライン開催（ZOOMウェビナー）



新宿区立高田馬場創業支援センター
ニュースレターしんじゅく創業１丁目
発行人：田中 健一朗 　編集者：加島 嘉代　　　
発行No：第2021-055 号 　発行日：2022年１月3１日 
指定管理者 :  有限会社そーほっと

　自分が起業して一番ビックリしていろんな人におすすめしているのが「行政や商工会議所って意外とすごい使え
るよ」というところです。起業するまでは余り期待をしていませんでした。新宿区の特定創業支援等事業について
も当初の期待値は低かったのですが、実際に受けてみたら非常に丁寧に教えて下さって大変満足しました。

創業を目指している方にメッセージをお願いします。

　現在、神楽坂に住んでいるからです。神楽坂の地は、茶文化にも政治にも縁のある
地であり、弊社の事業内容に非常に親和性が高いと考えたからです。

　あらゆる物事を「ビジネスの発想」で考える習慣がなかったので、自分の頭の中を
ビジネスマインドに切り替えることに大変苦労しました。

創業に新宿区を選んだ理由を教えてください。

創業する際に大変だったことは何ですか？

　以前より「非営利の限界」を感じていたことです。コロナを機に立ち止まってゆっ
くり考える時間ができ、様々な分野の多くの方とお話をし助言をいただく中で、「収
益事業を取り出して起業しよう」と決心するに至ったからです。

　1つはお茶の事業で、もう1つは政治マーケティング事業です。お茶の事業は、こ
れまで非営利法人（日本法人：桜茶meet, 米国法人：Sakura Cha Meet）として取り組
んできた文化外交事業から取り出した収益事業を出発点としています。また、政治
マーケティング事業は、長期的には「後進を育てること」が主軸になりますが、短期
的にはコンサルティングのような形でも現場に関わります。

創業しようと決めたきっかけは何ですか？

現在の事業内容について教えてください。

　名古屋出身。日本における政治マー
ケティングの研究（修士）、実務を経て、
2012年に渡米。
　ジョージワシントン大学ポリティカル
マネジメント大学院修了（MPA）、2014
年よりワシントン D.C.に本社を置く米
国民主党系老舗の世論調査および戦略
立案を行うマーケティング会社 Penn 
Schoen Berland（PSB）の国際政治チー
ムに所属。
　2017年春より当団体の前身となるお
茶の取り組みを開始。名古屋商工会議
所・海外展開アドバイザー。
趣味はゴルフ、バイオリン、日本酒。

globe 株式会社
代表取締役   河合 顕子さん

「非営利の限界」を超えて、「非営利と営利との両輪体制」で、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一つのビジョンを目指す

利用者インタビュー：globe株式会社　代表取締役  河合 顕子さんVOICEVOICE

　お茶の事業に関しては、これまでに非営利として活動してきた米
国、イスラエル、メキシコでは、富裕層や教養の高い層において「本
格的な高級日本茶」に対する需要が確実に高まっています。しかし、
日本茶よりも中国産や他国産による「偽宇治茶」等が普及している
のが現状なので、「日本に対して生まれている需要は日本が埋める」
を目指し、茶産地と協働して実現していきたいと考えています。こ
れは、販売促進だけでなく英語での情報発信の強化・日本茶に関す
る正しい知識の啓蒙活動等を含みます。
　政治マーケティング事業は、「政治マーケティングという技術」を
日本に広めていくことです。具体的には、「研究を通して実務者を養
成していく研究室」のようなものを各種教育機関で開設・運営した
いと思っています。学生だけでなく、社会人にも広く門戸を開放し

た機会となることを目指します。その実現に必須である博士論文にも現在は取り組んでいる最中です。

今後の事業展開、ビジョンについて。


